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事業報告　平成28年４月１日から平成29年３月31日まで

１．企業集団の現況に関する事項
　⑴事業の経過およびその成果

　　‌�　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績や雇用情勢は緩やかな回復基調にあるものの、新興国の景

気減速や大統領選後の米国の政策運営、英国のEU離脱に端を発した欧州諸国の足並みの乱れ、地政学リスク

の高まりなどによる海外経済の不安定性もあって、国内景気の先行きは、不透明な状態が続いております。

　　‌�　また、植物油業界では、昨年度後半から今年度第３四半期までは、為替が円高基調で推移したことにより、

海外原料の調達環境は好転したものの、国内市場における価格下押し圧力は強く、厳しい販売環境が継続する

なか、年度終盤においては、為替が大幅に円安となったことにより、収支が圧迫されるなど、厳しい状況とな

りました。

　　‌�　このような状況のなかで、当社グループとしましては、業務用食用油については、採算性に重点をおいた営

業を展開することで、一定の利益を確保しましたが、年度終盤にかけ、為替を主因として上昇した原価の製品

価格への反映が後ずれしたことから、その幅は限定的なものとなりました。

　　‌�　一方、家庭用食用油におきましては、その中核となるこめ油について、消費者の認知度向上を背景に、その

拡販に注力した結果、昨年度より20％以上の売上増加を果たし、引き続き、好調を維持いたしました。

　　‌�　また、油粕製品につきましては、生産に見合った適正数量の販売を実施いたしております。

　　‌�　なお、当社グループにおきましては、現在、中長期的な構造改革への取組みを進めておりますが、その一環

といたしまして、今年度、子会社の工場移転に伴う土地売却を実施いたしましたことから、親会社株主に帰属

する当期純利益につきましては、大幅な増益となっております。

　　‌�　その結果、当連結会計年度における営業成績は、売上高169億56百万円（前期は193億１百万円）、営業利

益１億26百万円（前期は営業利益57百万円）、経常利益99百万円（前期は経常利益50百万円)、親会社株主に

帰属する当期純利益18億61百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純利益15百万円）となりました。

−1−



＜売上高明細＞� （単位：百万円）

製　品　名
前連結会計年度

（27.4.1～28.3.31）
当連結会計年度

（28.4.1～29.3.31）
金　　額 ％ 金　　額 ％

油 脂 14,005 72.6 12,574 74.2
油 粕 4,445 23.0 3,590 21.2
せ っ け ん ・ 化 粧 品 649 3.4 599 3.5
そ の 他 200 1.0 192 1.1

合　　　計 19,301 100.0 16,956 100.0

　⑵設備投資の状況
　　‌�　当連結会計年度中に実施した設備投資額は約２億18百万円でその主なものは船橋工場の精製設備、化工設備
ならびに千葉工場の製油設備の改善・補強を目的としたものであり、その資金は自己資本をもって充当いたし
ました。

　⑶資金調達の状況
　当連結会計年度において、特記すべき事項はありません。

　⑷財産および損益の状況の推移
　企業集団の財産および損益の状況

期別

区分
平成25年度
（第86期）

平成26年度
（第87期）

平成27年度
（第88期）

平成28年度
（第89期）

売 上 高 20,321百万円 18,982百万円 19,301百万円 16,956百万円
経常利益又は経常損失（△） △46百万円 151百万円 50百万円 99百万円
親会社株主に帰属する当期
純利益又は当期純損失（△） △43百万円 78百万円 15百万円 1,861百万円

１株当たりの当期純利益
又 は 当 期 純 損 失 （ △ ） △2円77銭 4円98銭 0円96銭 121円80銭

総 資 産 10,928百万円 11,188百万円 10,684百万円 13,108百万円
純 資 産 4,270百万円 4,320百万円 4,225百万円 5,918百万円
１ 株 当 た り の 純 資 産 270円49銭 273円69銭 267円65銭 392円77銭

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　  ２．‌�１株当たりの当期純利益又は当期純損失は期中平均発行済株式総数（自己株式控除後）により、また１株当たりの純資産は期末発行

済株式総数（自己株式控除後）によって算出しております。
　　  ３．‌�第86期は高騰を続けてきた海外原料価格が低下傾向となりましたが、円安の影響も受け依然として高値圏にあり、油脂需要の伸び悩

みなど厳しい経営環境が続き収益悪化のやむなきに至りました。
　　  ４．‌�第87期は油脂需要が伸び悩み、製品価格の改定を十分に図ることができず、売上高は減少いたしましたが、収益面につきましては、

固定費の削減を徹底したことに加え、上期に海外原料価格の低下を受けて油脂製品の収益が好転したことから、改善となりました。
　　  ５．‌�第88期は円安の進行を受け調達コストが増加し販売競争が激化するなど大変厳しい経営環境となり、売上高につきましては前年並み

となりましたが、利益につきましては減少いたしました。
　　  ６．‌�当連結会計年度は、前記「⑴事業の経過およびその成果」に記載のとおりであります。
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　⑸対処すべき課題
　　‌�　次期の見通しにつきましては、わが国経済は、引き続き、緩やかな回復が期待されますが、欧米の政情の不
透明性や中国ならびに新興国の景気減速に加え、地政学リスクの高まり、なかでも、朝鮮半島における緊張感
の高まりなど、海外経済の不安定性などを背景に、為替変動リスクや株式相場の乱高下も想定されることから、
当面、先行き不透明な状況が続くものと思われます。

　　‌�　植物油業界におきましても、不安定な為替相場によって、海外油脂原料の市場価格は上昇傾向にあり、その
一方で、国内における食用油需要が伸び悩んでいることから、市場における競争はさらに厳しさを増すことが
予想され、これによって収益が圧迫されることも想定されます。

　　‌�　こうしたなか、当社グループといたしましては、構造改革に着手し、事業変更や工場生産の再配置など、将
来にわたる持続的成長とそれを支える収益の安定化を企図した取組みに注力することとしております。

　　‌�　また、国内における人口動態や消費性向などを踏まえた家庭用製品、とりわけ、こめ油につきましては、さ
らなる伸長を目指した経営資源の投下を実施するとともに、業務全般にわたるコストダウンを断行することで、
足元の業績の安定化に努めてまいります。

　　‌�　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

　⑹重要な親会社および子会社の状況
　　①親会社の状況
　　　該当事項はありません。
　　②重要な子会社の状況

会　社　名 資　本　金 出資比率 主要な事業内容
長 岡 油 糧 株 式 会 社 10,000千円 100％ 油脂、油粕の製造販売
ク ミ ア イ 油 脂 株 式 会 社 48,100 100 せっけん、油脂の製造販売
ム サ シ 油 脂 株 式 会 社 40,000 100 油脂、油粕の製造販売
南 日 本 コ メ 油 株 式 会 社 10,000 90 油脂、油粕の製造販売
東 京 油 脂 工 業 株 式 会 社 200,000 95 油脂、油粕の製造販売

　　③特定完全子会社の状況
　　　該当事項はありません。

　⑺主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
部　　　門 主要製品

食 用 油 脂 サラダ油、白絞油、調合コメ油、製菓用油脂等
工 業 用 油 脂 粗脂肪酸、脂肪酸、ワックス等
油 粕 脱脂糠、菜種粕、コーンジャムミール等
せ っ け ん 、 化 粧 品 粉せっけん、液体せっけん、化粧品等
そ の 他 マーガリン、健康食品等
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　⑻主要な営業所および工場（平成29年３月31日現在）
　　①当社

名　　　称 所　在　地 名　　　称 所　在　地
本 社 東 京 都 中 央 区 船 橋 工 場 千 葉 県 船 橋 市
本 社 事 務 所 千 葉 県 船 橋 市 千 葉 工 場 千 葉 県 千 葉 市
東 京 事 務 所 東 京 都 中 央 区 横 浜 倉 庫 神 奈 川 県 横 浜 市

　　②子会社
名　　　称 所　在　地 名　　　称 所　在　地

長 岡 油 糧 株 式 会 社 新 潟 県 長 岡 市 南日本コメ油株式会社 鹿 児 島 県 鹿 児 島 市
クミアイ油脂株式会社 神 奈 川 県 平 塚 市 東京油脂工業株式会社 東 京 都 江 戸 川 区
ムサシ油脂株式会社 東 京 都 中 央 区

　⑼従業員の状況（平成29年３月31日現在）
　　①企業集団の従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減数
191名 2名増

（注）当連結会計年度末日の従業員数を記載しております。
なお、従業員数には、パートタイマーおよびアルバイトは含んでおりません。

　　②当社の従業員の状況
従業員数 前事業年度末比増減数
103名 －

（注）当事業年度末日の従業員数を記載しております。
なお、従業員数には、パートタイマーおよびアルバイトは含んでおりません。

　⑽主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）
借　入　先 期末借入金残高

農 林 中 央 金 庫 937百万円
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 305
株 式 会 社 り そ な 銀 行 183
株 式 会 社 千 葉 銀 行 180

（注）当連結会計年度末日の借入金残高を記載しております。

　⑾その他の企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）
　⑴発行可能株式総数	 24,000,000株
　⑵発行済株式の総数	 16,060,000株
　⑶株主数	 1,780名
　⑷大株主（上位10名）

株　主　名 持株数 持株比率
三 井 物 産 株 式 会 社 1,053千株 7.0％
ボ ー ソ ー 油 脂 持 株 会 906 6.0
農 林 中 央 金 庫 770 5.1
双 日 株 式 会 社 685 4.5
共 栄 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 622 4.1
丸 紅 株 式 会 社 578 3.8
東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 571 3.8
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 560 3.7
三 菱 商 事 株 式 会 社 378 2.5
株 式 会 社 り そ な 銀 行 307 2.0

（注）持株比率は、自己株式（999,698株）を控除して計算しております。

３．会社役員に関する事項（平成29年３月31日現在）
　⑴取締役および監査役

会社における地位 氏　　　名 担当および重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長 片 　 岡 　 治 　 男 営業本部長

ムサシ油脂株式会社代表取締役社長
長岡油糧株式会社取締役

専 務 取 締 役 後 　 藤 　 正 　 純 事業統括本部長兼事業統括部長
営業副本部長　管理本部担当

常 務 取 締 役 齋 　 藤 　 典 　 幸 油糧事業本部長兼なたね油糧部長
南日本コメ油株式会社代表取締役社長
東京油脂工業株式会社取締役
長岡油糧株式会社代表取締役専務

取 締 役 山 　 口 　 美 津 男 船橋工場長　技術部担当
ムサシ油脂株式会社常務取締役
東京油脂工業株式会社取締役

取 締 役 麻 　 野 　 浅 　 一
常 勤 監 査 役 河 　 野 　 定 　 樹
監 査 役 松 　 島 　 啓 　 泰
監 査 役 大 　 山 　 俊 　 介 協立運輸倉庫株式会社代表取締役社長
監 査 役 釼 　 持 　 　 　 大 コーユ株式会社代表取締役社長

（注）１．取締役 麻野浅一氏は、社外取締役であります。
　　  ２．‌�監査役 大山俊介氏および釼持大氏は、社外監査役であります。
　　  ３．‌�取締役 麻野浅一氏および監査役 釼持大氏は東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
　　  ４．‌�監査役松島啓泰氏は、以下のとおり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

・松島啓泰氏は、長年にわたり当社の経理部に在籍し、経理業務に携わってきた経験があります。
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　⑵当事業年度中の取締役および監査役の異動
①退任
平成28年６月29日開催の第88回定時株主総会終結の時をもって、常務取締役舟本元美氏・取締役難波克行氏
が任期満了により、退任いたしました。

②当事業年度中の取締役の地位および担当の異動
氏名 異動前 異動後 異動年月日

片　岡　治　男 代表取締役社長 代表取締役社長
営業本部長 平成28年６月29日

後　藤　正　純 常務取締役
事業統括本部長兼事業統括部長

専務取締役
事業統括本部長兼事業統括部長
営業副本部長　管理本部担当

平成28年６月29日

齋　藤　典　幸 取締役
油糧事業本部長兼こめ油糧部長

常務取締役
油糧事業本部長兼なたね油糧部長 平成28年６月29日

　⑶責任限定契約の内容の概要
　　‌�　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。
　　‌�　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

　⑷取締役および監査役の報酬等の総額
支給人員（名） 支払額（千円）

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

7
（1）

61,962
（2,400）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4
（2）

11,874
（1,368）

計
（ う ち 社 外 役 員 ）

11
（3）

73,836
（3,768）

（注）１．‌�上記には、平成28年６月29日開催の第88回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名を含んでおります。
　　  ２．‌�当社は、平成19年６月28日開催の第79回定時株主総会終結の時をもって取締役および監査役の役員退職慰労金制度を廃止し、同株

主総会終結後引き続いて在任する取締役および監査役に対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労
金を退任時に贈呈することを決議いたしております。これに基づき、上記支払額のほか、当事業年度中に退任した取締役２名に対し、
6,714千円の役員退職慰労金を支給しております。

　　  ３．‌�取締役の支払額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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　⑸社外役員に関する事項
　　①取締役 麻野浅一氏
　　　　　‌�当事業年度における主な活動
　　　　　‌�本年度12回開催された取締役会に11回出席し、主に企業経営者としての豊富な経験を生かし、取締役

会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行いました。
　　②監査役 大山俊介氏
　　　イ．‌�監査役 大山俊介氏は協立運輸倉庫株式会社の代表取締役社長を兼務しております。
　　　　　‌�なお、当社は協立運輸倉庫株式会社との間に運送業務委託等の取引関係があります。
　　　ロ．‌�当事業年度における主な活動
　　　　　‌�本年度12回開催された取締役会に11回、８回開催された監査役会に８回出席し、監査の方法その他の

監査役の職務執行に関する事項について、意見の表明を行いました。
　　③監査役 釼持大氏
　　　イ．‌�監査役 釼持大氏はコーユ株式会社の代表取締役社長を兼務しております。
　　　　　‌�なお、当社はコーユ株式会社との間に原料仕入等の取引関係があります。
　　　ロ．‌�当事業年度における主な活動
　　　　　‌�本年度12回開催された取締役会に６回、８回開催された監査役会に６回出席し、監査の方法その他の監

査役の職務執行に関する事項について、意見の表明を行いました。
（注）‌�取締役会開催数に、書面決議（５回）は含まれておりません。

４．会計監査人に関する事項
　⑴会計監査人の名称

　東陽監査法人

　⑵会計監査人の報酬等の額
支　払　額

１．当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 15,500千円
２．当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 15,500千円

（注）１．‌�当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額
を区別しておらず、かつ、実質的にも区別できないことから、上記１.の金額はこれらの合計額を記載しております。

　　  ２．‌�当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、会
計監査の職務執行状況および報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１
項の同意を行っております。

　⑶会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　　‌�　当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総

会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　　‌�　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の

同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ
れる株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。
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５．‌�業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するた
めの体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

　⑴‌�当社グループの取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　　①‌�当社グループは、コンプライアンス体制の基礎として、「倫理規程」「行動指針」「コンプライアンス規程」

を定め、当社グループの社会的責任を明確にし、それを取締役および使用人へ周知徹底することにより、法
令遵守を企業活動の前提とするような体制を構築する。

　　②‌�当社グループの取締役および使用人は、具体的な遵守事項を示したコンプライアンス・マニュアルに従い職
務を遂行する。

　　③‌�当社グループは、コンプライアンス体制強化の為、内部通報制度を制定し運用する。会社は、重大な法令違
反その他コンプライアンス上の問題を発見し通報した者に対し、通報を理由に不利な扱いを受けることがな
いことを確保する。

　⑵‌�取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　　①‌�取締役の職務執行に係る情報の取扱いについては、「文書管理規定」その他社内規定に従い、文書または電

磁的媒体に記録し、適切に保存・管理する。
　　②‌�取締役および監査役は、必要に応じて、これを閲覧することができる。

　⑶‌�当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　①‌�各部門の所管業務に付随する品質管理、安全管理、コンプライアンスなどのリスクについては、各部門でマ

ニュアルを作成し、そのリスクの軽減に取り組む。
　　②‌�当社グループにおいて災害などの不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策チー

ムを設置し、被害の拡大を防止する。
　　③‌�市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、その被害を防止するために、行動指針、コ

ンプライアンス・マニュアルにおいて、反社会的勢力からの不当、不法な要求には一切応じないことを基本
方針に定めるとともに、役職員に対する啓蒙活動ならびに警察、顧問弁護士などと緊密に連携し、関係の排
除に取り組むものとする。

　⑷‌�当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　①‌�年度経営計画および中期経営計画に基づき、各部門は目標計画を定め目標達成のために活動する。
　　②‌�取締役および監査役の出席のもと、各部門長より担当業務の遂行実績、進捗状況などを報告する実績検討会

議ならびに生産販売会議を毎月開催する。
　　③‌�職務遂行については、職務権限規程に基づき、各役職員の権限と責任を明確化し、効率的な職務の執行を図る。

　⑸‌�当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　　①‌�当社が子会社の業務の適正を監視するにあたって、当社役職員が子会社の取締役に就くことなどにより、事

業内容の定期的な報告と協議を行うものとする。
　　②‌�監査役は、グループ企業の連結経営に対応した全体の監査を、実効的かつ適正に行えるよう会計監査人およ

び内部監査室との緊密な体制を構築する。
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　⑹‌�監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
　　①‌�監査役が必要とした場合は、監査役の職務を補助する使用人を配置する。
　　②‌�当該使用人は、監査の補助業務については取締役の指揮命令は受けないものとする。
　　③‌�当該使用人の任免、異動、人事評価、懲戒処分などは監査役会の同意を得るものとする。

　⑺‌�取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制
　　①‌�監査役に対し、法定事項に加え、グループ企業の連結経営に影響を及ぼす重要事項、内部監査の結果、内部

通報制度の運用状況等を遅滞なく報告する。
　　②‌�監査役は社内の重要会議に出席するとともに、職務の必要に応じて、取締役および使用人から意見の聴取を

することができる。
　　③‌�取締役および使用人が監査役に報告したことを理由に不利な扱いを受けることがないことを確保する。

　⑻‌�その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　①‌�監査役は、代表取締役と定期的に意見交換を行うことなどにより効果的な監査の実効性を確保するものとす

る。
　　②‌�取締役は、監査役が必要と認めた場合には、会計監査人、顧問弁護士等との連携を図れる環境を整備する。
　　③‌�取締役は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、監査の

職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

６．‌�業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当該事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
　・‌�当事業年度において、取締役会を12回開催しており、経営に関する重要事項の決定を行うとともに、取締役の

職務の執行が法令および定款に適合するよう監督を行いました。
　・‌�当該事業年度において監査役会を８回開催し、監査役は、監査役会で定めた監査方針・監査計画等に従って監

査を実施しております。また、取締役会、経営会議、その他重要な会議への出席や代表取締役、会計監査人な
らびに内部監査室との間で情報交換等を行うことで、取締役の職務執行、内部統制の整備ならびに運用状況を
確認しております。

　・‌�内部監査、財務報告に係る内部統制の評価については、内部監査室が、内部監査計画に基づいて実施すること
により、リスク管理体制の確保に努めております。

　・‌�コンプライアンスへの取り組みについては、役員および使用人に対し、定期的に社内研修を実施することで、
意識の向上を図っております。
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連結貸借対照表　平成29年３月31日現在

（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

■ 資産の部 ■ 負債の部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

借 地 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

9,505,163

4,534,336

3,242,586

1,563,905

43,753

124,213

△3,632

3,603,164

2,873,760

459,036

861,996

1,494,771

7,998

49,956

39,041

7,662

29,418

1,960

690,363

238,787

96,655

354,919

流 動 負 債 5,212,221
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,836,971
短 期 借 入 金 877,000
長期借入金（１年内返済予定額） 373,170
リ ー ス 債 務 2,757
未 払 法 人 税 等 445,141
未 払 消 費 税 等 68,899
未 払 費 用 238,777
賞 与 引 当 金 106,259
撤 去 費 用 引 当 金 97,500
そ の 他 165,744

固 定 負 債 1,977,667
長 期 借 入 金 748,780
退 職 給 付 に 係 る 負 債 600,513
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 45,814
リ ー ス 債 務 5,788
繰 延 税 金 負 債 576,770

負 債 合 計 7,189,888
■ 純資産の部
株 主 資 本 5,813,169
資 本 金 1,351,300
資 本 剰 余 金 814,596
利 益 剰 余 金 3,801,234
自 己 株 式 △153,961

その他の包括利益累計額 102,119
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 102,119

非 支 配 株 主 持 分 3,151
純 資 産 合 計 5,918,439

資 産 合 計 13,108,328 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,108,328
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（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高 16,956,511

売 上 原 価 14,825,609

売 上 総 利 益 2,130,901

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,004,311

営 業 利 益 126,589

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,322

受 取 手 数 料 2,696

受 取 保 険 金 8,266

そ の 他 12,100 29,385

営 業 外 費 用

支 払 利 息 41,908

そ の 他 14,348 56,256

経 常 利 益 99,718

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,678,276 2,678,276

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,673

撤 去 費 用 引 当 金 繰 入 額 97,500 100,173

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,677,821

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 436,116

法 人 税 等 調 整 額 380,508 816,625

当 期 純 利 益 1,861,196

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 39

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,861,157

連結損益計算書　平成28年４月１日から平成29年３月31日まで
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,351,300 814,596 2,018,954 △50,241 4,134,610

当期変動額

剰余金の配当 △78,877 △78,877

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,861,157 1,861,157

自己株式の取得 △103,720 △103,720

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当期変動額合計 － － 1,782,279 △103,720 1,678,559

当期末残高 1,351,300 814,596 3,801,234 △153,961 5,813,169

その他の包括利益
累計額 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

当期首残高 87,697 3,112 4,225,419

当期変動額

剰余金の配当 △78,877

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,861,157

自己株式の取得 △103,720

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 14,421 39 14,460

当期変動額合計 14,421 39 1,693,020

当期末残高 102,119 3,151 5,918,439

連結株主資本等変動計算書　平成28年４月１日から平成29年３月31日まで
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貸借対照表　平成29年３月31日現在

（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

■ 資産の部 ■ 負債の部
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
借 地 権

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

6,645,972
1,833,083
443,846
2,732,657
498,694
244,266
642,250
27,615
150,000
33,155
44,062
△3,659

2,946,540
1,322,110
161,337
121,721
585,282
1,798
13,935
400,915
7,611
29,507
36,983
7,564
29,418

1,587,446
238,787
963,995
3,500

227,025
89,396
64,741

流 動 負 債 4,261,580
支 払 手 形 229,914
買 掛 金 2,843,466
短 期 借 入 金 331,000
長期借入金（１年内返済予定額） 305,500
リ ー ス 債 務 2,432
未 払 金 108,618
未 払 法 人 税 等 63,990
未 払 費 用 229,076
賞 与 引 当 金 81,644
そ の 他 65,937

固 定 負 債 1,119,839
長 期 借 入 金 635,900
退 職 給 付 引 当 金 452,093
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 26,058
リ ー ス 債 務 5,788

負 債 合 計 5,381,420
■ 純資産の部
株 主 資 本 4,108,973

資 本 金 1,351,300
資 本 剰 余 金 814,596
資 本 準 備 金 814,596

利 益 剰 余 金 2,097,038
利 益 準 備 金 65,500
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,031,538
配 当 準 備 積 立 金 76,000
別 途 積 立 金 1,328,000
繰 越 利 益 剰 余 金 627,538

自 己 株 式 △153,961
評 価 ・ 換 算 差 額 等 102,119
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 102,119

純 資 産 合 計 4,211,093
資 産 合 計 9,592,513 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,592,513
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損益計算書　平成28年４月１日から平成29年３月31日まで

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高 16,211,205

売 上 原 価 14,323,177

売 上 総 利 益 1,888,028

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,698,859

営 業 利 益 189,169

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 16,484

受 取 手 数 料 26,007

そ の 他 9,026 51,519

営 業 外 費 用

支 払 利 息 28,654

そ の 他 5,483 34,138

経 常 利 益 206,550

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,331 1,331

税 引 前 当 期 純 利 益 205,218

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 52,799

法 人 税 等 調 整 額 4,614 57,414

当 期 純 利 益 147,804
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株主資本等変動計算書　平成28年４月１日から平成29年３月31日まで

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計配当準備

積立金 別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 1,351,300 814,596 65,500 76,000 1,328,000 558,611 2,028,111

当期変動額

剰余金の配当 △78,877 △78,877

当期純利益 147,804 147,804

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当期変動額合計 － － － － － 68,926 68,926

当期末残高 1,351,300 814,596 65,500 76,000 1,328,000 627,538 2,097,038

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

当期首残高 △50,241 4,143,767 87,697 4,231,464

当期変動額

剰余金の配当 △78,877 △78,877

当期純利益 147,804 147,804

自己株式の取得 △103,720 △103,720 △103,720

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 14,421 14,421

当期変動額合計 △103,720 △34,793 14,421 △20,371

当期末残高 △153,961 4,108,973 102,119 4,211,093
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独立監査人の監査報告書
平成29年５月10日

ボーソー油脂株式会社
　取 締 役 会　御中

東陽監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 恩　田　正　博 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 田　島　幹　也 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 後　藤　秀　洋 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ボーソー油脂株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実
施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法
人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営
者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を
検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ボーソー油
脂株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
� 以　上

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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独立監査人の監査報告書
平成29年５月10日

ボーソー油脂株式会社
　取 締 役 会　御中

東陽監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 恩　田　正　博 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 田　島　幹　也 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 後　藤　秀　洋 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ボーソー油脂株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月
31日までの第89期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書について監査を行った。
 
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計
画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手
続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの
評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
� 以　上

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第89期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が
作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　⑴‌�監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役
等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　⑵‌�各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他
の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　　①　‌�取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報
告を受けました。

　　②　‌�事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第
３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。

　　③　‌�会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　‌�以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
　⑴事業報告等の監査結果
　　①　‌�事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
　　③　‌�内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　⑵計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　⑶連結計算書類の監査結果
　　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　　　平成29年５月11日

�

ボーソー油脂株式会社　監査役会
常勤監査役 河　野　定　樹㊞
監　査　役 松　島　啓　泰㊞
社外監査役 大　山　俊　介㊞
社外監査役 釼　持　　　大㊞

以　上
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当社の信念
　当社は、昭和22年こめ油の生産を目的として創立し、以来こめ油を中心に、コーン、なたね、パームなどの食用

油のほか、これらの関連製品およびその副産物という多岐にわたる製品の生産に当たっております。

　中心製品であるこめ油は、わが国民の主食である米の搗精副産物としての米糠を原料として生産されます。

　もともと油脂資源に乏しく、そのほとんどを海外からの輸入に依存せざるをえないわが国において、こめ油は国

産植物油として、量的にも、品質的にも大変貴重な地位を占めております。

　ご承知の通り、油脂、特に植物油はいずれも、国民保健、栄養上必要欠くべからざるものであります。そのなか

にあって、こめ油は特に安定性が高く、風味が良いとされ、マヨネーズ、ドレッシング、揚げ菓子などに特別の需

要をもっております。加えて先年国立栄養研究所故鈴木慎次郎博士が、こめ油はコレステロールを抑制し、動脈硬

化などの成人病の予防に大変特効があることを証明・発表されて以来、国の内外の注目を浴びるとともに、国民保

健にきわめて貴重な食用油としての地位を確立しております。

　私どもは、もともと資源の少ないわが国にあって、このような特色のある貴重なこめ油ばかりでなく、その製造

過程で副産する脱脂糠、脂肪酸、ワックス、さらにはせっけん、マーガリンというような数多くの関連製品を生産

することによって、精米副産物としての米糠の高度利用に努力しております。

　資源の少ないわが国において、このような社会資源を完全かつ高度に利用し、その製品を通じて国民生活、保健

に役立てられることは私どもの念願であり、誇りと思うところであります。

　こめ油とともに生産しているコーン油、なたね油、パーム油など、いずれも国民生活にとっての重要性はこめ油

に劣るものではありません。

　私どもは、これらの植物性食用油を中心に、その加工食品および多くの副産物を生産することにより、国民生活

がより豊かに、より健康的になるように奉仕することをモットーとして経営に当たっております。

　皆様方の深いご理解と、ご助力により、理想に一歩でも近づくよう念願している次第であります。
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当社のあゆみ
昭和
22.12 植物油脂（主として米糠を原料とする）の製造、精製、加工の総合経営を目的として、房総油脂工業株式

会社を創立、本社ならびに工場を千葉県船橋市海神町三丁目211に設置する。
取締役社長・直野良平、設立資本金120万円。

23.1 東京事務所を中央区銀座四丁目１三和銀行ビルに設置する。
29.11 本社および東京事務所を中央区日本橋兜町三丁目28に移転する。
30.1 資本金1,000万円に増資する。
30.9 第１次生産合理化計画を策定し、製油、精製、化工、各工場設備を整備拡大し、食用油の品位向上をはかる。
31.9 本社を中央区日本橋江戸橋三丁目３油脂工業会館に移転する。

食用油を“ボーソーこめあぶら”の商標で㈱明治屋と特約、各デパート、有名食料品店で発売する。
31.12 資本金2,000万円に増資する。
32.1 ビルマ（現ミャンマー）に、日本最初の米糠製油、精製、せっけんのプラント輸出および技術指導をする。
33.7 資本金3,000万円に増資する。
34.6 インドネシア大統領、船橋工場視察に来場される。ボーソーサラダ油を試作、一部販売する。第３次生産

合理化計画を策定、諸設備の新設に着手する。
35.1 長岡油糧株式会社（新潟県長岡市）に出資、経営参画する。
35.7 社名をボーソー油脂株式会社と改称する。
35.10 資本金9,000万円に増資する。本社を中央区日本橋江戸橋三丁目２、第二丸善ビルに移転する。第５次生

産合理化計画を策定し、船橋日の出工場を主力工場とする工事に着手する。
36.7 資本金15,000万円に増資し、株式を東京証券取引所に店頭公開する。
36.10 東京証券取引所市場第2部に上場される。
38.12 東海こめ油株式会社（静岡県掛川市）を新設、経営に参画する。
41.3 経営機構合理化の一環として、本社を中央区日本橋本町一丁目１共同ビルに移転し、本社事務所を船橋工

場内に併設する。
44.11 クミアイ油脂株式会社（神奈川県平塚市）を新設、経営に参画する。
46.8 ムサシ油脂株式会社（埼玉県日高市）を新設、経営に参画する。
50.10 資本金56,000万円に増資する。
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51.4 第８次生産合理化計画の一環として、千葉市六方町231に千葉工場を建設し、最新式連続抽出設備を設置
する。また千葉工場の建設に伴い、船橋工場内原油抽出工場を廃止し、各種精製装置の大改善を行う。

52.7 南日本コメ油株式会社（鹿児島県鹿児島市）を新設、経営に参画する。
60.4 コーン油につづいて、なたね油の製油・精製を本格的に開始する。
60.9 資本金78,080万円に増資する。
61.12 タイ国に現地資本と合併で、コメ油の生産を目的としたSNBアグリプロダクツ社を設立する。
62.1 第９次生産合理化計画を策定し、船橋工場、千葉工場、ムサシ油脂株式会社の生産能力増強をはかる。

平成
4.9 ボーソーいきいき改善活動（BKK）のキックオフ。
11.7 本社および東京事務所を東京都中央区日本橋室町二丁目４番２号に移転する。
12.4 品質保証の国際規格ISO 9001の品質マネジメントシステムに登録する。
17.6 資本金135,130万円に増資する。
18.9 本社および東京事務所を東京都中央区日本橋本石町四丁目５番12号に移転する。
20.2 環境省策定の環境活動評価プログラム「エコアクション21」に認証、登録される。
22.2 「食品産業CO2削減大賞農林水産大臣賞」を受賞する。
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商品のご案内

ライスブランハンドクリーム
80g

髪肌美人
120㎖

オリーゼセレクト　オールインワンゲル
60g

健康サラダ油

化粧品

純植物性せっけん

安心生活・洗濯用液体せっけん
（詰替）900㎖、1,800㎖

安心生活・洗濯用液体せっけん
1,000㎖ボトル

台所用液体せっけん
500㎖

米油
600g

一番しぼり　しその実油
170g

一番しぼり　荏胡麻油
170g

お問い合わせ　フリーダイヤル  　0120-288-845
　　　　　　　ホームページ http://www.boso.co.jp/

こめサラダ油
1,350g

米と紅花油
600g
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会社概要・株式の状況　（平成29年３月31日現在）

社 名 ボーソー油脂株式会社

本 店 所 在 地 〒103−0021
東京都中央区日本橋本石町4-5-12
TEL：03-3241-4226

本 社 事 務 所 〒273−0015
千葉県船橋市日の出2-17-1
TEL：047-433-5551

創 業 昭和22年12月９日

資 本 金 1,351百万円

従 業 員 数 191名（連結）

株式の状況

所有者別株式の状況

所有株数別株式の状況

発行可能株式総数� 24,000,000株
発行済株式の総数� 16,060,000株
1単元の株式数� 1,000株
株主数� 1,780名

外国法人等
0.14％証券会社　2.20％

自己名義株式　6.22％

金融機関
22.00％

個人・その他
44.17％

その他国内法人
25.27％

10万株以上
60.43％

５万株以上
5.89％

１千株未満　0.10％

５千株以上
7.19％ １千株以上

11.39％

１万株以上
15.00％

当社ホームページでは、最新情報を随時更新して
おりますので、是非ご覧ください。

http://www.boso.co.jp/

会 社 概 要

ホームページのご案内
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株式についてのご案内

事業年度 ４月１日〜翌年３月31日

期末配当金受領株主確定日 ３月31日

定時株主総会 毎年６月

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号
℡ 0120-232-711（通話料無料）

上場証券取引所 東京証券取引所

公告の方法 東京都において発行する日本経済新聞に掲載

（ご注意）

　１．‌�株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を

開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されてい

る証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いで

きませんのでご注意ください。

　２．‌�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理

機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問い合わせ

ください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取り次ぎいたします。

　３．‌�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。
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東京都中央区日本橋本石町四丁目5番12号

（添付書類）

第89期報告書
平成28年４月１日から平成29年３月31日まで

ISO 9001 登録

JIS Q 9001
JSAQ 784

CM001

食品リサイクル優良事業者

登録範囲：食用植物油及びその関連製品の開発、
　　　　　製造並びに販売（船橋工場、千葉工場）

証券コード：２６０８

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


